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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 市政戦略課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－１　みんなが主役のまちづくりを推進します 施策 ５－１－１　多様な担い手が参画するまちづくりの推進

創生総合戦略 ２　かみのやま「来てよし」プロジェクト　移住・回帰につなぐきっかけづくり　都市部からの移住・交流の推進

目的

１　行政と市民の役割を明確にし、各種コミュニティ団体等の公共の担い手を育成・支援します。また、まちづくり・地域おこし活動に積極的に取り組む意欲

のある者を、本市に招き入れ、地域の活性化を図ります。

目標

１　行政と市民等の役割の浸透

市民ニーズを把握し計画に反映させるため、市民意識調査や広報活動等を行います。これにより、地域の各主体（市民、地域・団体、事業者、行政）が自分た

ちの計画と捉え、主体的に事業に取り組む風土を醸成します。

２　公共の担い手の確保と育成

市民活動の支援を行うとともに、ＮＰＯ法人やボランティア団体の育成等を促進します。これにより、行政では手が届きにくい新たな公共的サービスの担い手

を確保・育成していきます。また、個々の知見や特性を活かし、地域活動の維持や強化を図るため、都市部に住む人材を地域おこし協力隊として受け入れ、新

たな視点や発想で各種事業を発展させていきます。

実績

１　行政と市民等の役割の浸透

（ １ ）第７次上山市振興計画の検証として、外部検証組織である上山市振興計画推進会議による検証実施とその結果を計画変更や次年度予算等に反映させ、Ｐ

ＤＣＡサイクルを構築しました。また、市民ニーズの把握及び計画の目標値に係る進捗管理のため市民意識調査を実施しました。

２　公共の担い手の確保と育成

（ １ ）元気なかみのやま創造支援事業補助金を通し、１団体（上山音楽祭ル・シャトーかみのやま実行委員会）の市民活動に支援を行いました。また、市内Ｎ

ＰＯ法人に対して適正な事務手続きの指導及び助言を行いました。

区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

第７次上山市振興計画の市民浸透度 16.0 % 18.4 % 17.0 % 18.0 %

ＮＰＯ法人数 17 団体 17 団体 17 団体 18 団体
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理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

様々な機会を捉え第７次上山市振興計画の浸透を図ったため、振興計画の市民浸透度については目標を上回ったと考えられます。

目標の実現に向けた今後の取組

引き続き、取組内容を周知するとともに、各課の事業実施にあたっても、計画の位置付け等について説明するよう全庁的な取組を促してまいります。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 市政戦略課 事業 地域おこし協力隊推進事業費 予算科目 01一般会計・02総務費・01総務管理費・06企画費

施策 ５－１－１　多様な担い手が参画するまちづくりの推進 創生総合戦略
２　かみのやま「来てよし」プロジェクト　移住・回帰につなぐきっかけづくり
都市部からの移住・交流の推進

事業概要

地域おこしに興味のある人材を大都市圏から受け入れ新たな発想で、地域活性化活動を促進します。　①観光振興事業（令和３年度採用　新隊員１名）　②小

中学校英語教育推進事業（令和３年度採用　新隊員１名）　③アスリートヴィレッジスポーツ医科学事業（令和３年度採用　新隊員２名）

目的

地方の暮らしに興味を持ち、地域おこし活動に意欲のある都市部の人材を地域社会の新たな担い手として積極的に受け入れ、新たな視点により、本市の自然・

文化・人材を再発見し、地域資源の活用や地域振興策を提案実施してもらうことで地域力の維持及び強化を図るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

本市の地域おこし協力隊の活動が注目されている状態 採用希望者からの問
合せが多数ある状態

新型コロナウイルス
感染拡大の影響で対
面での募集活動を行
うことできませんで
したが、採用希望
者11名からの応募が
ありました。

採用希望者からの問
合せが多数ある状態

採用希望者からの問
合せが多数ある状態

活
動
指
標

募集に係るフェア等への参加回数 ６ 回 ０ 回 ６ 回 ６ 回

　 　

　 　

事業費（千円） 6,160 280 14,759 10,450

従事人工 0.5 0.5 0.5 0.5
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理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

実績の乖離については、観光分野における募集を行いましたが採用に至らなかったためです。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によって、募集に係

るフェア等に参加することができず、インターネットでの対応となったためです。

目標の実現に向けた今後の取組

引き続き、新型コロナウイルスの感染状況を鑑み、対面での募集イベント参加や情報発信を実施するとともに、インターネット等の非対面の手法も活用しなが

ら、本市の魅力や業務内容を発信し、地域おこし協力隊の興味関心を高める取組を実施してまいります。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 市政戦略課 事業 まちづくり推進事業費 予算科目 01一般会計・02総務費・01総務管理費・06企画費

施策 ５－１－１　多様な担い手が参画するまちづくりの推進 創生総合戦略 該当なし

事業概要

地域の課題解決や活性化を図るために、市民や団体等が実施する公益増進に資する活動に対し、上山市元気なかみのやま創造支援事業補助金を交付し支援する

ことで、まちづくり事業を推進します。

目的

市民や各地域における自主的な活動を支援することで地域の活性化を図るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

市民や地域による主体的で公益的な活動が実践されて
いる状態

元気なかみのやま創
造支援事業により市
民・地域による主体
的で公益的な活動が
実践された状態

元気なかみのやま創
造支援事業により市
民・地域による主体
的で公益的な活動が
実践されました。

元気なかみのやま創
造支援事業により市
民・地域による主体
的で公益的な活動が
実践された状態

元気なかみのやま創
造支援事業により市
民・地域による主体
的で公益的な活動が
実践された状態

活
動
指
標

元気なかみのやま創造支援事業補助金の申請相談件数 ４ 件 ２ 件 ４ 件 ４ 件

　 　

　 　

事業費（千円） 8,300 7,450 1,000 1,000

従事人工 0.5 0.5 0.5 0.5

理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

市民活動を実施する団体が固定化されたことに加え、新型コロナウイルス感染症拡大の長期化の影響等により市民活動が制限された結果、実績が減少したもの

と思われます。

目標の実現に向けた今後の取組

引き続き、周知を図り市民や地域の自主的な活動を支援してまいりますが、申請する団体も固定化していることから、令和４年度以降は元気なかみのやま創造

支援事業補助金を改正し、活動内容に適した形で各担当課にて支援を継続してまいります。
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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 庶務課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－２　地域の自治活動を活性化します 施策 ５－２－１　地域自治活動の育成

創生総合戦略 該当なし

目的

１　情報提供等の支援、地域間交流と連携により、市全体の地域自治活動の活性化を目指します。

目標

１　地域自治活動に関する情報提供等の支援と地域間交流の推進

地区会は、ふれあい活動、環境整備、福祉活動等を通して、地域での支え合いや地域の連帯感を高め、地域課題の解決に努めており、住み良い地域をつくる上

で、住民にもっとも身近な組織です。地区会に対する理解を促すため、市報等に地域自治活動レポートを掲載し、多様な活動を紹介しながら、地区会の役割、

仕組み及び活動等を明確にします。また、市全体の地域自治活動の活性化に向けて、地域の実情に応じた地区会運営と特性を活かした地域自治活動づくりを支

援します。

実績

１　地域自治活動に関する情報提供等の支援と地域間交流の推進

（ １ ）地区会長会の会議において、地域間交流・連携を促しました。

区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

地域間交流地区数 16 地区 34 地区 16 地区 17 地区

理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

市内の地域間交流の事例を全地区会長に情報提供したことにより、各地区から事例があがりやすくなり、目標16地区に対して実績は34地区となりました。

目標の実現に向けた今後の取組

市全体の地域自治活動を活性化するため、地区会長会の会議等において地域間交流と連携を促していきます。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 庶務課 事業 総務一般管理費 予算科目 01一般会計・02総務費・01総務管理費・01一般管理費

施策 ５－２－１　地域自治活動の育成　６－２－１　効率的な行政運営の推進 創生総合戦略 該当なし

事業概要

各種委員への報酬の支払い、地区会長への表彰状や記念品の贈呈等を実施し、地域自治活動の支援や各審議会・委員会等の健全な運営を行います。電話交換機

及び電子複写機の効果的な運用を実施し、効率的な事務運営を継続します。

目的

地域特性に応じた自治活動等を支援し、自治意識の向上を図るため。個人情報を適正に取扱い、市保有の個人情報の開示等を請求する権利を明らかにするため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

多様で健全な地域自治活動等が営まれている状態　個
人情報の適正な取扱いがなされている状態

多様で健全な自治活
動等が営まれている
状態　個人情報の適
正な取扱いがされて
いる状態

多様で健全な自治活
動が営まれました。
個人情報の適切な取
扱いがされました。

多様で健全な自治活
動等が営まれている
状態　個人情報の適
正な取扱いがされて
いる状態

多様で健全な自治活
動等が営まれている
状態　個人情報の適
正な取扱いがされて
いる状態

活
動
指
標

市会長会役員会・懇談会等の開催回数 ８ 回 ８ 回 ８ 回 ８ 回

個人情報保護運営審議会開催回数 ３ 回 ２ 回 ３ 回 ３ 回

　 　

事業費（千円） 36,122 32,618 30,600 30,600

従事人工 0.8 0.8 0.8 0.8

理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

　

目標の実現に向けた今後の取組

引き続き、地域自治活動を支援し、自治意識の向上を図るとともに個人情報の適正な取扱いを行います。
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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 福祉課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－３　支え尊重し合う地域社会を実現します 施策 ５－３－１　人権が尊重される社会の実現

創生総合戦略 該当なし

目的

１　人権擁護委員の活動を支援しながら人権啓発活動を推進します。

目標

１　人権擁護委員の活動支援

小・中学校や福祉施設等における啓発事業、相談事業を実施している人権擁護委員の活動を支援しながら、市民の人権を尊重する意識を高めます。

実績

１　人権擁護委員の活動支援

（ １ ）人権擁護委員上山市部会に対する補助金の交付、啓発活動の際の連絡調整等、人権擁護委員と連絡を取りながら活動を支援し人権啓発活動を推進しまし

た。例年市内小中学校を巡回して行っている人権の花運動は、南小学校、西郷第一小学校、宮川中学校で実施しました。

区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

人権擁護委員による市内の啓発・相談回数 15 回 ４ 回 15 回 15 回

理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

新型コロナウイルス感染症の影響により、人権相談、啓発活動を予定通り行えなかったため、活動回数が減少しています。

目標の実現に向けた今後の取組

人権擁護委員と連携しながら、人権を尊重する活動を継続していきます。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 福祉課 事業 人権啓発活動事業費 予算科目 01一般会計・03民生費・01社会福祉費・01社会福祉総務費

施策 ５－３－１　人権が尊重される社会の実現 創生総合戦略 該当なし

事業概要

山形人権擁護委員協議会、人権擁護委員協議会上山支部に補助金を交付します。花の肥培管理を通し、児童生徒の人権意識の向上と地域への啓発を目的として、

市内小中学校３校へ希望する花苗・種子等の購入代金を補助し、人権擁護委員の協力を得て、市内の小中学校を巡回しています。令和２年度（上山小、宮川小、

北中）　令和３年度（南小、西郷第一小、宮川中）

目的

小中学生の時から人権教育に取り組み、互いの人権を尊重し合う社会の実現を妨げ、人権を侵害するような暴力や虐待、職場での嫌がらせ等の防止・根絶を図

るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

市民の人権意識が向上している状態 市民の人権意識が向
上している状態

人権の花運動を実施
しました。

市民の人権意識が向
上している状態

市民の人権意識が向
上している状態

活
動
指
標

人権の花運動を実施した学校数 ３ 校 ３ 校 ３ 校 ３ 校

　 　

　 　

事業費（千円） 229 217 229 229

従事人工 0.1 0.1 0.1 0.1

理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

　

目標の実現に向けた今後の取組

人権擁護委員と連携し、人権を尊重する事業を進めていきます。
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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 市政戦略課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－３　支え尊重し合う地域社会を実現します 施策 ５－３－２　男女共同参画の推進

創生総合戦略 該当なし

目的

２　男女共同参画社会の実現に向けて意識の高揚と環境整備を推進します。

目標

１　男女共同参画社会の実現に向けた意識の高揚、環境整備

平成28年度に策定した「第２次上山市男女共同参画計画」に基づき、男女共同参画の意識を高めるため、広報紙やパネル展等による啓発活動や情報の発信を行

うとともに、政策・意思決定の場への女性の参画促進、労働環境の整備等の施策を推進します。

実績

１　男女共同参画社会の実現に向けた意識の高揚、環境整備

（ １ ）男女共同参画週間と女性に対する暴力をなくす運動でのパネル展開催と上山城のパープルライトアップを実施し、男女共同参画社会に対する意識高揚の

活動を行いました。

区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

市の審議機関等における女性委員の割合 29 % 25 % 30 % 31 %

理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

一部の審議会の再編時に女性委員の推薦割合が減少してしまい、男女共同参画の周知および意識の高揚の活動が不十分だったことによります。

目標の実現に向けた今後の取組

男女共同参画社会実現に向けた意識高揚の活動を継続するとともに、審議会の女性委員参入の呼びかけを実施して参ります。
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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 庶務課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－４　国内外交流を推進します 施策 ５－４－１　市民交流の拡充

創生総合戦略 ２　かみのやま「来てよし」プロジェクト　地域資源を生かした環境づくり　クアオルト事業を通じた広域連携の推進

目的

１　国内外の姉妹・友好都市との交流を推進するとともに、クアオルト事業を通じた広域連携の推進を図ります。

目標

１　国内外の姉妹・友好都市との交流の充実

国内外の相互交流を官民で一層深めていきます。国内活動では、名取市との小・中学生交歓研修や市民によるスポーツ交流、物産交流等を促進します。また、

国際交流では、平成７年から実施しているドナウエッシンゲン市への学生派遣事業を継続し、次世代の国際交流の担い手育成に努めます。

２　市民レベルの国際交流の推進

上山・ドナウエッシンゲン日独友好協会と連携し、ドイツ文化に接する機会を設け、市民のドナウエッシンゲン市への関心を深めながら学生の受入・派遣等、

市民レベルでの国際交流を進めます。

３　クアオルト事業を通じた広域連携の推進

日本型クアオルトの全国への普及・拡大事業を通して、互いの地域づくりのノウハウを共有しながら、総合的な観点による滞在型で質の高い健康保養地を目指

すとともに、県を越えた広域連携を一層強化し、クアオルト事業を通じて多方面にわたる交流を推進します。

実績

１　国内外の姉妹・友好都市との交流の充実

（ １ ）名取市との海の子山の子交換会及び令和２年度から延期となったドナウエッシンゲン市からの学生訪問団受け入れについて、新型コロナウイルス感染拡

大防止のため中止となりました。

２　市民レベルの国際交流の推進

（ １ ）上山・ドナウエッシンゲン日独友好協会と連携し、産業まつりにおいて「ドナウエッシンゲン市コーナー」を開設予定でしたが、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため中止となりました。

３　クアオルト事業を通じた広域連携の推進

（ １ ）日本クアオルト協議会大会については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となりました。
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区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

海の子山の子交歓会の参加人数 80 人 ０ 人 60 人 60 人

学生訪問団派遣人数 ８ 人 ０ 人 － ８ 人

日本クアオルト協議会大会市民参加者数 10 人 ０ 人 10 人 10 人

理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、各種事業が中止になったため、全ての目標値に対して実績が０となりました。

目標の実現に向けた今後の取組

新型コロナウイルス感染拡大防止に努めながら、国内外の姉妹・友好都市との交流を推進するとともに、クアオルト事業を通じた広域連携の推進を図ります。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 庶務課 事業 国際交流推進費 予算科目 01一般会計・02総務費・01総務管理費・01一般管理費

施策 ５－４－１　市民交流の拡充 創生総合戦略 該当なし

事業概要

海外友好都市ドイツ連邦共和国ドナウエッシンゲン市との交流を通して、国際意識の高揚と国際化に対応した人材を育成します。　また、友好都市盟約25周年

を記念し、25名の市民訪問団を派遣します。

目的

海外友好都市ドナウエッシンゲン市をはじめとする国際交流の推進により、互いの地域のさらなる活性化を図るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

市民レベルでの国際交流が進んでいる状態 学生訪日団を８人
（学生７人）を受入
する状態　25周年記
念市民訪問団を派遣
する状態　どこまで
やるか

新型コロナウイルス
感染拡大の影響によ
り、学生訪日団の受
入及び25周年記念市
民訪問団の派遣は中
止となりました。

学生訪独団９人（学
生８人）を派遣する
状態　交流や理解を
深める講座等を開催
する状態

学生訪日団10人（学
生９人）を受入する
状態　中高生との交
流を推進する状態

活
動
指
標

訪独学生への説明会、研修会等への参加者数 － ０ 人 65 人 －

産業まつりド市コーナー出展や国際交流に関する講座の
開催回数

３ 回 ０ 回 ３ 回 ３ 回

　 　

事業費（千円） 421 288 1,850 1,250

従事人工 0.8 0.1 0.8 0.8

理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、産業まつりが中止となり、また学生訪問団の受入及び25周年記念市民訪問団の派遣が中止となったためです。

目標の実現に向けた今後の取組

上山・ドナウエッシンゲン日独友好協会と連携しながら、学生訪日団の受入に向けた機運を醸成していきます。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 市政戦略課 事業 上山型温泉クアオルト事業費 予算科目 01一般会計・07商工費・01商工費・04観光物産費

施策 ３－５－２　体験型観光の推進　５－４－１　市民交流の拡充 創生総合戦略
２　かみのやま「働いてよし」プロジェクト　産業を活性化させる地域づくり
地域資源を活用した交流人口の増加

事業概要

恵まれた自然環境や温泉、食などの地域資源を活用し、交流人口の拡大による地域活性化を目的に、地域医療連携、宿泊型新保健指導事業をはじめヘルスツー

リズムを軸とした旅行商品化、日本クアオルト協議会を通じた広域連携などを推進するとともに、市民とクアオルトに係る正しい理念を共有しながら、〝心と

体がうるおう〟まちづくりに取り組みます。

目的

クアオルト健康ウォーキングを中心に、地域資源を活かした多様な健康づくりプログラムを開発・提供し、市民が楽しく健康づくりに取り組める環境を整備す

るとともに、ヘルスツーリズムを軸とした滞在プログラムを開発・販売・提供できる仕組みを構築し、市民及び市内事業者が本事業に積極的に関われるきっか

けを作るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

市民や市内事業者が、クアオルトを正しく理解し、何
らかの形で積極的に関わっている状態

多様な滞在プログラ
ムを開発・提供し、
企業等への提案活動
を通して、徐々に来
訪者数が回復する状
態

多様な滞在プログラ
ムが開発され、企業
等への提案活動を通
して、徐々に来訪者
数が回復しました

多様な滞在プログラ
ムを開発・提供し、
企業等への提案活動
を通して、来訪者数
が回復する状態

多様な滞在プログラ
ムを開発・提供し、
企業等への提案活動
を通して、来訪者数
が徐々に増える状態

活
動
指
標

宿泊型新保健指導ツアー実施回数 ５ ツアー ０ ツアー ７ ツアー 10 ツアー

ヘルスツーリズムツアー導入に向けた訪問提案件数 20 件 87 件 25 件 30 件

　 　

事業費（千円） 9,463 6,909 11,663 15,000

従事人工 2.5 2.5 2.5 2.5
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理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

新型コロナウイルス感染拡大により、宿泊型新保健指導ツアーは全て中止となった一方で、健康経営支援を切り口とした提案活動を県内企業を中心に強化した

ためです。

目標の実現に向けた今後の取組

企業の健康経営支援による誘客促進は、蔵王高原坊平の民間組織を中心に展開し、県外・首都圏企業等に対して提案活動を本格化するとともに、宿泊型新保健

指導ツアーは、これまでの実施先に再開を打診します。



455

令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 生涯学習課 事業 海の子山の子交歓会事業費 予算科目 01一般会計・10教育費・05社会教育費・03青少年女性費

施策 ５－４－１　市民交流の拡充 創生総合戦略 該当なし

事業概要

姉妹都市である名取市との交流事業である海の子山の子交歓会を再開し、両市の児童生徒及びジュニアリーダーの交流を促進します。

目的

海と山の自然の中で交流することで、子どもたちの親交を深めるとともに健康でたくましい心豊かな子どもの育成を図るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

名取市との交流が推進されている状態 海の子山の子交歓会
が開催された状態

海の子山の子交歓会
を中止しました。

海の子山の子交歓会
が開催された状態

海の子山の子交歓会
が開催された状態

活
動
指
標

上山市会場で開催した回数 １ 回 ０ 回 １ 回 １ 回

　 　

　 　

事業費（千円） － ０ 1,970 1,970

従事人工 0.5 0.5 0.5 0.5

理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

新型コロナウイルスの影響により、海の子山の子交歓会を中止したことによるものです。

目標の実現に向けた今後の取組

新型コロナウイルスの感染対策を講じながら、海の子山の子交歓会を開催してまいります。
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令和３年度　主要施策の成果説明書

所属 建設課 振興計画
第５章　つながる『みんなで創る住みよいまち』
５－５　ふるさと回帰・移住交流を進めます 施策 ５－５－１　移住受け入れ環境の整備

創生総合戦略 ２　かみのやま「来てよし」プロジェクト　移住・回帰につなぐきっかけづくり　都市部からの移住・交流の推進

目的

１　移住に結びつく有益な情報発信と、移住希望者が気軽に相談できる体制を整えます。

目標

１　関係機関と連携した、ふるさと回帰・移住の相談体制の構築

都内に開設している県の移住相談窓口をはじめ、首都圏で開催する移住フェア・相談会や移住関連ツアー等、県及びＮＰＯ法人等の関係機関による事業と連携

しながら、移住希望者のニーズに沿った一体的かつ効果的なＰＲと相談の応対に取り組むことで、本市への移住・定住促進を図ります。

実績

１　関係機関と連携した、ふるさと回帰・移住の相談体制の構築

（ １ ）県及びNPO法人等と連携し、都内に開設している移住相談窓口やオンライン相談等により移住希望者の応対に取り組みました。

（ ２ ）お試し居住施設については、８件利用がありました。

区分 令和３年度目標 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標
値

移住相談からの移住件数 ５ 件 11 件 ５ 件 ５ 件

理由　※令和３年度目標と令和３年度実績の間に乖離がある場合

お試し居住施設による生活体験やＮＰＯ法人かみのやまランドバンクと連携してマッチングを図った効果により、移住相談からの移住件数は増加しました．

目標の実現に向けた今後の取組

引き続きＮＰＯ法人かみのやまランドバンクや民間企業等と連携し、お試し居住施設等各種移住支援制度の活用を促し、移住・定住促進を図ります。
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令和３年度　実施計画兼予算要求書（検証）

所属 建設課 事業 移住推進事業費 予算科目 01一般会計・02総務費・01総務管理費・06企画費

施策 ５－５－１　移住受け入れ環境の整備 創生総合戦略
２　かみのやま「来てよし」プロジェクト　移住・回帰につなぐきっかけづくり
都市部からの移住・交流の推進　５　連携施策等　広域的な行政体制づくり　広
域行政体制の積極的推進

事業概要

都内に開設している山形県の移住相談窓口をはじめ、首都圏で開催する移住フェア・相談会や移住関連ツアー等、山形県及びＮＰＯ法人等の関係機関による事

業と連携しながら、移住希望者のニーズに沿った一体的かつ効果的なＰＲと相談の応対に取り組むことで、本市への移住・定住促進を図ります。

目的

本市への移住者を増やし、人口の増につなげることで、地域の活性化を図るため。

区分 令和３年度予算 令和３年度実績 令和４年度目標 令和５年度目標

目
標

移住希望者に対する相談体制が確立し、移住者が増加
している状態

ニーズに沿った情報
提供や相談により、
移住者が増えている
状態

県と連携し、県移住
相談窓口を活用する
等、一体的な相談応
対と情報提供に取り
組みました。また、
ＮＰＯ法人かみのや
まランドバンクと連
携しお試し居住施設
の運営を行い、移住
希望者からの相談応
対や市内物件のマッ
チング等、移住希望
者が相談しやすい体
制を整備しました。

希望者のニーズに直
結した住宅施策との
一体的な相談体制に
より、円滑に移住が
行われている状態

希望者のニーズに直
結した住宅施策との
一体的な相談体制に
より円滑に移住が行
われている状態

活
動
指
標

移住フェア等への出展回数 ３ 回 ２ 回 ３ 回 ３ 回

　 　

　 　

事業費（千円） 5,984 1,839 5,984 5,984

従事人工 0.5 0.5 0.5 0.5
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理由　※令和３年度予算・実績に係る目標・活動指標について乖離がある場合

新型コロナウイルスの影響により移住フェアの機会が減ったものの、オンラインによる開催と現地による開催を合わせ２回の出展を行いました。また、移住支

援金の対象となる移住者が少なかったため、事業費実績は減額となりました。

目標の実現に向けた今後の取組

引き続き、市内企業・団体と連携し、お試し居住施設の利用を促すとともに、県やＮＰＯ法人かみのやまランドバンクとの連携による移住検討者のニーズに沿っ

た情報提供や相談応対を行い、移住推進を図ります。


